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令和4年度

東京都福祉人材センターにおける取組みについて

～福祉職場の勤務経験がない方々への取り組みを中心に～

ホイクマ

資料１３



東京都福祉人材センターとは
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 社会福祉法に基づき東京都知事の指定を受けて、社会福祉法人東京
都社会福祉協議会が運営しています。

 福祉の仕事に就くことを希望されている方に対して、資格取得や就
職活動等の相談、福祉の仕事の紹介・あっ旋、各種セミナーや面接
会等を実施しています。

 職業安定法に基づく無料職業紹介事業（厚生労働大臣許可）とし
て、福祉の仕事の紹介・あっ旋を行っています。

【無料職業紹介事業許可番号 13-ﾑ-080008】

住所 千代田区飯田橋３-10-3

東京しごとセンター
電話番号 03-5211-2860

※立川駅近くに多摩支所もあります。



東京都福祉人材センターにおける人材確保事業
～求職者からの相談・就職あっせんの実施～
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福祉職場で必要となる資格取得や就職に関する相談や就職あっせんを行って
います。

【特徴】
○福祉の仕事であれば、あらゆるご相談に対応
します！！

○個々人のご希望等に応じて、継続的な支援を
行います！

【センターの窓口業務開所日・時間等】
開所日：月曜日～土曜日
開所時間：９時～２０時（土曜日は１７時まで）
休業日：日曜、祝日、年末年始

※多摩支所（立川駅から徒歩８分）は
平日９時から１７時まで開館
休業日：土曜、日曜、祝日、年末年始



東京都福祉人材センター求職登録者の属性
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 センター来所者及びイン
ターネットからの登録者の
合計（令和５年６月現在、多
摩支所分は除く）。

 有効求職者数５６５名の内
訳。

 ４０・５０代の方の登録が多
い。

 福祉関係の職歴がある方
が半数近くを占める。

14.69% 12.21% 27.43% 31.15% 12.74%

1.77%

年齢

20代以下 30代 40代 50代 60代 70代以上

40.18% 59.29%

0.53%

性別

男性 女性 未記載

41.42% 14.16% 44.42%
福祉関係

の職歴

あり なし 未記載
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東京都福祉人材センター利用実績
－求人数・相談あっせん等の実績－

♦センターには以前に福祉職場での勤務経験がある方々だけでなく、福祉分野

での勤務経験が全くない方々からの相談も多く寄せられます。
ご相談される方々の中には、具体的な就職先のイメージを持たれている
方々がいる一方で、福祉分野にはどのような仕事があるのか、必要な資
格は何か等について情報収集をするところからセンターを利用する
方々まで様々です。

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

新規求人数 １８，１８９ １８，０７５ １４，６５１

新規求職者数 ５，３４４ ５，１８１ ４，５２９

採用者数 求人情報サイト「福祉のお仕事」システムを活用
した（自己応募や紹介状発行）採用者数

２３３ １２５ １１０

センター主催事業（就職面接会等）による採
用者

１，０２４ １，１６４ １，１００

求職相談をした後、採用が決まったことが判
明した求職者（システム登録以外の求人も含
む）

３５８ ３５８ ３０９

計 １，６１５ １，６４７ １，５１９

求人相談件数（電話、来所） １，１５１ ８７８ ８５０

求職相談件数（電話、来所、出張） １２，０３９ １１，７７８ １０，９６０

来所者数 ９，８０９ １０，７９５ １１，４８６



他業種で働いている（いた）方から寄せられる主な相談内容
－ ハローワークでの出張相談「福祉のお仕事相談コーナー」における相談事例－
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 福祉の仕事や資格について知りたい
仕事の分野、資格、仕事内容全般を知りたい。

安定した仕事に就きたい。福祉の仕事はどんなものか、資格は必要か。

資格の取得方法を知りたい。

分野や職種もわからないので、まず介護職の資格について知りたい。

 未経験・無資格でも就労できるか
資格は無いが、福祉の仕事ができるか。

無資格・未経験だが応募できる求人はあるか。

自分でできる仕事はあるか。この年齢で福祉の求人はあるか。

 介護以外の仕事はあるか
求人は介護と運送が多いと聞いた。親の介護の経験はあるが、

排泄介助に不安がある。

障害分野や児童分野で支援員、指導員として役に立ちたい。

年齢的に体力が不安。相談職になれるか。

福祉業界で、編集や事務の仕事はあるか。
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福祉の仕事への就職を希望する方々などを対象に、就活イベントや職場体験事業などを
行っています。

【就活イベント】

○都内最大級の福祉系合同就職説明会

「福祉の仕事就職フォーラム」

○地域密着相談面接会

（区市町村社協、行政、ハローワーク等との共催）

○保育士就職支援研修・就職相談会

【求職者向け職場体験や資格取得の支援】
○福祉職場体感ツアーの実施

○介護職場体験事業

○介護職員資格取得支援事業（介護職員初任者研修を無料で受講できる）

○介護職員就業促進事業（介護業務に従事しながら介護の資格取得を目指す）

【求職者向け講座・セミナー】
○福祉の仕事ミニセミナー（無資格・未経験者向け）

○就職支援セミナー（応募書類の書き方、面接対策等）

○保育士就職支援セミナー（保育士の有資格者対象）

未経験者等に対する
東京都福祉人材センターの主な取り組み①



未経験者等に対する
東京都福祉人材センターの主な取り組み➁

－介護分野就職支援金貸付事業の実施－
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介護のお仕事に就職するための準備経費に
かかる費用を無利子で最大２０万円お貸し
します。

【貸付対象】

 指定する資格を有していること

 前職が、介護職員等でないこと

 令和３年４月１日以降、東京都内の介護
サービス事業所・施設に介護職員等とし
て就職（内定を含む）したこと など

【返還免除】

 就職後、継続して２年

間、東京都内で介護職

員等の業務に従事した

場合に、貸付金の返還

が免除されます。



－未経験者等に対する
東京都福祉人材センターの主な取り組み➁

－障害福祉分野就職支援金貸付事業の実施－
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障害福祉のお仕事に就職するための準備経
費にかかる費用を無利子で最大２０万円お
貸しします。

【貸付対象】
 指定する資格を有していること

 前職が、障害福祉職員でないこと

 令和３年４月１日以降、東京都内の障害
福祉サービス事業所・施設に障害福祉職
員として就職（内定を含む）したこと
など

【返還免除】
 就職後、継続して２年

間、東京都内で障害福祉

職員の業務に従事した

場合に、貸付金の返還

が免除されます。



－東京都福祉人材センターによる情報発信－

YouTubeでの情報発信も強化しています
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東京都福祉人材センター YouTubeチャンネル

【主な掲載動画】

○施設見学ツアーの動画
（施設内の紹介、職員へ
のインタビューなど）
※高齢分野、障害分野、
児童・保育分野

○東京都福祉人材センター
紹介動画

○福祉のしごとミニセミナー
の動画

○就職支援セミナーミニ動
画（応募書類の書き方等）

など



福祉の仕事に関心がある大学生を主な参加対象とした大規模就活イベントも開催しています

福祉の仕事 就職フォーラムの開催実績（令和4年度）

社会福祉法人 東京都社会福祉協議会
東京都福祉人材センター 人材情報室

11

【開催方法等】

 令和になって初めて対面で開催

 コロナ禍という状況も踏まえ従前の２０
０規模から８５法人に規模を縮小して開
催

 これまで当日開催してきた福祉業界セミ
ナーや就活応援セミナーは特設サイトの
中で事前配信

【令和４年度開催実績】

 来場者数：４５３名

（学生１４４名、

一般３０９名）

 出展法人： ８５法人



今後に向けて
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 無資格・未経験の方の相談内容は、業界研究レベルから始まりま
す。短期間で完了する就職支援はごく一部。そういう意味で、職場
体験、資格取得支援や無資格・未経験者向けセミナーなどセンター
が実施する様々な事業と連携した相談支援がますます必要となりま
す。

 あわせて無資格・未経験の方々が就職した後の定着支援に向けた継
続的な支援の仕組みが一層求められます。

 センターが定期的に実施しているハローワークにおける出張相談で
は、コロナ禍の時と比べると、相談件数が減少傾向にあり、求職者
の福祉分野への関心が以前よりも落ち着いてきているよう
にも見られます。そのためにも、いま一層、福祉分野
の仕事の内容や魅力を伝えていく取り組みが求められ
ます。


